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持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）と地方創生

（総理発言抜粋）
この度、『ＳＤＧｓアクションプラン２０１８』を策定しました。この『アクションプラン』では、日本の「ＳＤＧｓ

モデル」を特色付ける大きな柱として、次の三つを掲げました。
～中略～
二つ目は、ＳＤＧｓを原動力とした地方の創生です。新たに立ち上げた「自治体ＳＤＧｓモデル事業」を、

地方創生の関連支援策と総合的に運用することにより、関係省庁が一丸となって後押ししていきます。
（梶山大臣発言）
自治体によるＳＤＧｓの達成に向け、ＳＤＧｓ未来都市及びモデル事業を選定し、資金的支援を行うとと
もに、省庁連携のタスクフォースにより強力に支援します。こうした成功事例を普及展開し、地方創生の
さらなる実現につなげます。

地方創生の一層の推進に当たっては、持続可能な開発目標（SDGｓ）の主流化を図り、SDGs達成に
向けた観点を取り入れ、経済、社会、環境の統合的向上等の要素を最大限反映する。具体的には、全
国の地方公共団体等による地域における自律的好循環、持続可能なまちづくりを目指した取組を推進
することで、政策推進の全体最適化、地域課題解決の加速化等の相乗効果を創出し、地方創生の更な
る実現につなげていく。

まち・ひと・しごと創生総合戦略（２０１７改訂版）抜粋 （平成２９年１２月２２日）

○ ２０１５年９月の国連サミットで全会一致で採択。（２０３０アジェンダの採択）

○ 先進国を含む国際社会全体の開発目標として、２０３０年を期限とする包括的な１７の目標を設定。

○ 「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し（＝人間の安全保障の理念を反映）、
経済・社会・環境をめぐる広範な課題に、統合的に取り組む。

○ 全ての関係者（先進国、途上国、民間企業、NGO、有識者等）の役割を重視。

ＳＤＧｓ推進本部第４回会合（平成２９年１２月２６日）

持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals： SDGs）



人口減少と地域経済縮小の克服 ／ まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立

地方創生の目標

◆地域課題の見える化 ◆自治体の各種計画の策定・改定
✓計画にSDGsの要素を反映し、進捗を管理

するガバナンス手法を確立

自治体ＳＤＧｓの推進

人々が安心して暮らせるような、持続可能なまちづくりと地域の活性化が実現

「経済」、「社会」、「環境」の三側面を統合する施策推進

地方創生成功モデルの国内における水平展開・国外への情報発信

◆体制づくり
✓自治体内部の執行体制の整備
✓ステークホルダーとの更なる連携

◆課題に応じた地域間の広域連携

ｺﾐｭﾆﾃｨ再生 雇用対策少子高齢化

人材活用 防災人口減少

教育

環境対策

相乗効果：政策推進の全体最適化・地域課題解決の加速化

地方創生における自治体ＳＤＧｓ推進の意義

4



○自治体における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた取組は、地方創生の実現に資する
ものであり、その取組を推進することが重要である。

○自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた取組を公募し、優れた取組を提案する都市を「ＳＤＧｓ未来都市」
最大３０程度選定し、自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁タスクフォースにより強力に支援する。

○その中で先導的な取組を「自治体ＳＤＧｓモデル事業」として10程度選定し、資金的に支援する。
○成功事例の普及展開等を通して、自治体おけるＳＤＧｓ達成に向けた取組の拡大を目指す。
（都道府県及び市区町村におけるＳＤＧｓの達成に向けた取組割合 ： 2020年度目標30％）

意義・目的

「ＳＤＧｓ未来都市」における取組

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

2030年

地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ推進事業について

内閣府地方創生推進事務局（事務局） 内閣官房

総務省 財務省

金融庁警察庁 消費者庁復興庁

法務省 外務省 文部科学省 国土交通省経済産業省農林水産省厚生労働省 環境省 防衛省

内閣府

「まち・ひと・しごと創生総合戦略2017改訂版」
（H29.12.22閣議決定）に基づき設置自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁タスクフォース（H30.1設置）
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①経済・社会・環境の三側面の
統合的取組による相乗効果
の創出

②自律的好循環の構築

③多様なステークホルダーとの
連携

「自治体ＳＤＧｓモデル事業」①自治体のＳＤＧｓ推進の
ための取組
・将来ビジョンづくり
・体制づくり
・各種計画への反映

等

②ＳＤＧｓ達成に向けた
事業の実施

都市選定

選定都市から共有すべき
成功事例を国内外へ情報
発信

・イベントの開催
・幅広い世代向けの普及

啓発事業

等

成功事例の普及展開



○基準作りへの参画

○応募案件の書面評価、
ヒアリングへの参画

都市選定段階

○選定都市の事業計画
策定への支援

○各省庁支援施策活用等
の助言

計画策定段階

○各省庁支援施策を選定
都市に集中投入

○取組状況フォローアップ
の評価基準作りへの参画

事業実施段階

所管省庁 補助事業名

内閣府 地方創生推進交付金

国土交通省 社会資本整備総合交付金

環境省 再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業

◆「ＳＤＧｓ未来都市」において活用が見込まれる支援施策（例）

自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁タスクフォースによる省庁横断的な支援
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主な取組



自治体ＳＤＧｓモデル事業について
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ＳＤＧｓの理念に沿った統合的取組により、経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出を通して
持続可能な開発を実現するポテンシャルが高い先導的な取組であって、多様なステークホルダーとの連
携を通し、地域における自律的好循環が見込める事業を指す。

モデル事業とは

ＳＤＧｓのゴールについては、提案都市の課題に応じて選択

＜事業イメージ＞

●課題Ａを解決するための取組①

●課題Ａを解決するための取組②

●・・・

●課題Ｃを解決するための取組①

●課題Ｃを解決するための取組②

●・・・

提案都市の課題Ａ…○○○の停滞

提案都市の課題Ｃ…○○○の悪化

経済

環境

社会

自治体ＳＤＧｓ補助金
三側面をつなぐ統合的取組

○○○ハブの整備

○○○共通基盤の創造 等

●課題Ｂを解決するための取組①

●課題Ｂを解決するための取組②

●・・・

提案都市の課題Ｂ…○○○の確保

社会面の相乗効果①

○○○の増加

経済面の相乗効果①

○○○の解消

経済成長と雇用、
インフラ、産業化、
イノベーション 等

保健、教育 等

ｴﾈﾙｷﾞｰ、
気候変動 等

環境面の相乗効果①

○○○の向上
環境面の相乗効果②

○○○の減少

社会面の相乗効果②

○○○の解消
経済面の相乗効果②

○○○の減少

三側面をつなぐ統合的取組を実施し、
経済面の取組が推進されることにより、
環境面の取組に生じる効果（相乗効果）



資金的支援について
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○モデル事業は10件程度を選定し、１件あたりの補助額は4,000万円とする。
○「SDGs未来都市」に選定された都道府県及び市区町村においては、地方創生推進交付金につい
ても、申請事業数の上限の枠外（追加１事業まで）とすることを予定。

資金的支援について

内訳 単位：万円 備考

機械装置調達
システム開発導入
人材育成 等

2,000
定率補助

（1/2）

全体マネジメント
計画策定
普及啓発 等

2,000 定額補助

小 計／件 4,000

合 計（計１０件） ４億円

資金の流れ

定額補助
（０.２億円/件）

国

地方公共団体
（都道府県・市区町村）

定率補助（1/2）
（０.２億円/件）

自治体ＳＤＧｓ推進事業費補助金



地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ推進事業の今後の進め方（全体スケジュール）
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ｽｹｼﾞｭｰﾙ
公募・選定

２月１月

29年度

４月 ６月 ３月

２月２６日

具体的
な取組

都市公募

都市・モデル事業
募集要領・基準策定

モデル事業実施

３月

30年度

５月

関係省庁
ﾀｽｸﾌｫｰｽ

各都市の計画策定

①都市選定及びモデル事業選定基準作り
②都市選定及びモデル事業選定

都市ﾋｱﾘﾝｸﾞ
（5月上旬）

都市・モデル事業選定
（5月下旬～6月）

都市選定
検討プロセス

都市選定
書面評価

モデル事業交付決定
（6月）

ﾌｫﾛｰＵＰ手法検討

自治体ＳＤＧｓ
推進評価・
調査検討会

ヒアリ
ング

第１回 第２回 第３回 第４・５回 第６回 第７回
選定基準の検討 提案状況報告

選定プロセス
の確認

ヒアリング
対象の決定

ヒアリング 選定案の決定 選定都市の
計画の確認

ＳＤＧｓ未来都市の選定案の作成

計画策定・事業遂行支援

３月２６日
正午



ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業 公募について
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○公募期間

平成３０年２月２６日～３月２６日正午

○公募対象

都道府県及び市区町村（共同申請可）

○申請方法

下記ＵＲＬ及び内閣府から各自治体の地方創生担当窓口宛に別途ご案内して
いる提案書類に必要事項を記載のうえ、内閣府担当に郵送等及び電子メールにて
ご提出ください。
http://stg.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kankyo/teian/sdgs_sentei.html

○スケジュール

２月２６日～３月２６日正午 公募期間
３月２７日以降 自治体SDGs推進評価・調査検討会による評価
５～６月 ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業の選定
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Ⅱ．ビジネスとの連携強化に向けて
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ＳＤＧｓの達成のためには、公的セクターのみならず、民間セクターが公的課題
の解決に貢献することが決定的に重要であり、民間企業（個人事業者も含む）
が有する資金や技術を社会課題の解決に効果的に役立てていくことはＳＤＧｓ
の達成に向けた鍵でもある。既に一部の民間企業がＳＤＧｓに社会貢献活動の
一環として取り組むのみならず、ＳＤＧｓを自らの本業に取り込み、ビジネスを通
じて社会的課題の解決に貢献することに取り組んでおり、政府としてこうした動
きを歓迎する。また、今後の２０３０アジェンダの実施に際して、先進的な取組を
行っている民間企業等のグッド・プラクティスの共有や表彰等による奨励策の検
討を進め、民間企業との更なる連携の強化を図り、さらに、民間企業がイノベー
ションを生み出すための支援や環境整備に取り組む。

中でも、ビジネスと人権の観点に基づく取組やＥＳＧ投資、社会貢献債等の民
間セクターにおける持続可能性に配慮した取組は、環境、社会、ガバナンス、人
権といった分野での公的課題の解決に民間セクターが積極的に関与する上で
重要であるのみならず、こうした分野での取組を重視しつつあるグローバルな投
資家の評価基準に対し、日本企業が遅れをとらずに国際的な市場における地
位を維持するためにも極めて重要である。このための環境づくりに向けた政府
の施策を進めるとともに、民間企業の取組を後押しする。

ＳＤＧｓ実施指針における民間企業の位置付け
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【出典】一般社団法人日本経済団体連合会のＨＰより（2017年11月8日）

企業行動憲章の改訂
（２０１７年１１月８日）

企業行動憲章の主な改定ポイントと 関連するＳＤＧｓの目標の例

サブタイトルを「持続可能な社会の実現のために」へ変更

人権の尊重を新たに追加（第４条）

働き方の改革の実現に向けて表現を追加（第６条）

多様化・複雑化する脅威に対する危機管理に対応（第９条）

自社・グループ企業に加え、サプライチェーンにも
行動変革を促す（第１０条）

そのほか、実行の手引きにおいて、ＳＤＧｓの達成に資する
アクション・プランの例やコラムを追加

イノベーションを発揮して、持続可能な経済成長と
社会的課題の解決を図ることを新たに追加（第１条）

経済界におけるＳＤＧｓ推進の事例
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住民や様々なステークホルダーから見て、自治体に期待する役割

自治体のＳＤＧｓ推進のためには、住民や民間事業者等の広範で多様なステークホル
ダーの参加が不可欠である。そのためにはステークホルダーがＳＤＧｓの趣旨をよく理解
し、自治体行政へのＳＤＧｓの導入を支持する立場に立つことが求められる。自治体には、
市民やステークホルダーの積極的な参加を促す活動を展開することが期待されている。

自治体におけるＳＤＧｓの達成のためのモデル事業 「ＳＤＧｓ未来都市（仮称）」の形成

政府は現行の「環境未来都市」構想推進協議会等を発展させた、ＳＤＧｓ導入の円滑な
普及展開を図る組織の設立を図る。その組織は、自治体ＳＤＧｓの推進のあり方を官民の
幅広い視点から考察・支援するためのものとし、民間事業者、個人、ＮＧＯ・ＮＰＯ、大学・
研究機関、自治体等からの参加を仰ぐ。

「ＳＤＧｓ未来都市（仮称）」の構想推進においては、各選定都市が、官民から構成される
コンソーシアムを組織し、政府による財政支援のみに頼ることなく、自ら調達する民間資
金を組み合わせ、効果的に取組を進めていく自律的好循環が実現される仕組の構築を
図ることが肝要である。政府は、これを支援する必要がある。

「『地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ推進のあり方』
コンセプト取りまとめ」における民間企業への期待等（抜粋）
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（参考）「環境未来都市」構想推進協議会について

参加構成員 ２６６団体
（平成30年2月28日現在）

平成29年度協議会会長
北九州市長 北橋健治

関係省庁

市区町村

道府県

１１６団体

４６団体

１１団体

関係政府機関 ３０団体

６３団体民間団体

環境展示会で取組の普及・展開

「環境未来都市」構想の普及
を行う協議会ブース

「エコプロ2017」での
ステージイベント

人類共通の課題である環境や超高齢化対応を解決する成功
事例を創出し、全国へ展開・波及させることで持続可能な経済
社会づくりの推進を図り、優れた取組を世界に発信することを目
的として活動しています。

環境未来都市や環境モデル都市を先頭に、持続可能な経済
社会づくりに積極的な自治体、民間企業、政府関係機関などが
構成員となっており、低炭素化や超高齢化対策など分野ごとに
ワーキンググループ開催や、国際会議・国際フォーラムの開催、
取組成果や施策情報の情報共有や相互啓発を行っています。

環境展示会等への出展を通じて、環境未来都市・環
境モデル都市の先進的な事例や幅広い活動につい
て紹介しています。
（エコプロ2017 平成29年12月）

「環境未来都市」構想推進協議会
ワーキンググループ

「環境未来都市」構想推進協議会ワーキンググループ（WG）
は、構成員から提案されたテーマをもとに、実務者レベルで
議論を行うことで、現在直面している課題の解決と、各種施
策の更なる発展のために、開催している勉強会です。
（官民連携ビジネス創出による持続可能なまちづくり検討WG
平成29年11月）

第一部 講演模様 第二部ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ模様
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（参考） 「環境未来都市」構想推進協議会の構成員①

市区町村（１１６団体）
北海道釧路市 北海道帯広市 北海道下川町 北海道洞爺湖町 北海道ニセコ町 ⻘森県⻘森市
岩⼿県⼤船渡市 岩⼿県陸前⾼⽥市 岩⼿県釜⽯市 岩⼿県住⽥町 宮城県仙台市 宮城県岩沼市
宮城県東松島市 福島県新地町 福島県南相⾺市 茨城県⼟浦市 茨城県つくば市 茨城県東海村
栃⽊県宇都宮市 栃⽊県⼩⼭市 群⾺県館林市 群⾺県みなかみ町 埼⽟県さいたま市 埼⽟県川越市
埼⽟県熊⾕市 埼⽟県川⼝市 埼⽟県東松⼭市 埼⽟県春⽇部市 埼⽟県⼾⽥市 千葉県柏市
千葉県流⼭市 千葉県浦安市 東京都千代⽥区 東京都中央区 東京都港区 東京都江東区
東京都豊島区 東京都荒川区 東京都板橋区 東京都武蔵野市 東京都調布市 神奈川県横浜市
新潟県新潟市 新潟県⻑岡市 新潟県柏崎市 新潟県⾒附市 新潟県上越市 富⼭県富⼭市
⽯川県加賀市 ⽯川県⽻咋市 ⼭梨県⼭梨市 ⼭梨県北杜市 ⻑野県⻑野市 ⻑野県飯⽥市
岐⾩県岐⾩市 岐⾩県⼤垣市 岐⾩県⾼⼭市 岐⾩県中津川市 岐⾩県各務原市 岐⾩県⽩川町
岐⾩県御嵩町 静岡県掛川市 愛知県名古屋市 愛知県豊橋市 愛知県刈⾕市 愛知県豊⽥市
愛知県安城市 愛知県新城市 滋賀県彦根市 滋賀県近江⼋幡市 滋賀県守⼭市 滋賀県東近江市
滋賀県愛荘町 京都府京都市 京都府宮津市 京都府京丹後市 京都府⽊津川市 京都府京丹波町
⼤阪府⼤阪市 ⼤阪府堺市 ⼤阪府豊中市 ⼤阪府吹⽥市 ⼤阪府泉⼤津市 ⼤阪府枚⽅市
⼤阪府⾨真市 兵庫県神⼾市 兵庫県尼崎市 兵庫県加⻄市 兵庫県南あわじ市 奈良県⽣駒市
⿃取県⿃取市 島根県出雲市 岡⼭県岡⼭市 岡⼭県倉敷市 岡⼭県⻄粟倉村 広島県広島市
⼭⼝県宇部市 徳島県上勝町 徳島県那賀町 ⾹川県⾼松市 愛媛県松⼭市 ⾼知県⾼知市
⾼知県梼原町 福岡県北九州市 福岡県福岡市 福岡県岡垣町 ⻑崎県⻑崎市 ⻑崎県五島市
熊本県熊本市 熊本県⽔俣市 熊本県⼩国町 ⿅児島県⿅児島市 沖縄県那覇市 沖縄県宮古島市
沖縄県南城市 沖縄県浦添市

道府県（４６団体）
北海道 ⻘森県 岩⼿県 宮城県 秋⽥県 ⼭形県
福島県 茨城県 栃⽊県 群⾺県 埼⽟県 千葉県
神奈川県 新潟県 富⼭県 ⽯川県 福井県 ⼭梨県
⻑野県 岐⾩県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県
京都府 ⼤阪府 兵庫県 奈良県 和歌⼭県 ⿃取県
島根県 岡⼭県 広島県 ⼭⼝県 徳島県 ⾹川県
愛媛県 ⾼知県 福岡県 佐賀県 ⻑崎県 熊本県
⼤分県 宮崎県 ⿅児島県 沖縄県

関係各省（１１省庁）
内閣府 警察庁 総務省 外務省 財務省 ⽂部科学省
厚⽣労働省 農林⽔産省 経済産業省 国⼟交通省 環境省
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（参考） 「環境未来都市」構想推進協議会の構成員②

関係政府機関（３０団体）
国⽴研究開発法⼈ 科学技術振興機構 国⽴研究開発法⼈ 建築研究所 国⽴研究開発法⼈ 国⽴環境研究所
国⽴研究開発法⼈ 産業技術総合研究所 国⽴研究開発法⼈ 新エネルギー・産業技術総合開発機構 独⽴⾏政法⼈ 都市再⽣機構
地⽅共同法⼈ ⽇本下⽔道事業団 公益財団法⼈ 交通エコロジー・モビリティー財団 公益財団法⼈ 地球環境戦略研究機関
公益財団法⼈ 都市緑化機構 公益財団法⼈ ⽇本下⽔道新技術機構 公益社団法⼈ ⽇本交通計画協会
⼀般社団法⼈ イクレイ⽇本 ⼀般財団法⼈ ⼤阪科学技術センター ⼀般財団法⼈ 建築環境・省エネルギー機構
⼀般財団法⼈ 地域活性化センター ⼀般社団法⼈ 都市エネルギー協会 ⼀般社団法⼈ 都市環境エネルギー協会
⼀般財団法⼈ 都市農⼭漁村交流活性化機構 ⼀般財団法⼈ 都市みらい推進機構 ⼀般財団法⼈ ⽇本エネルギー経済研究所
⼀般社団法⼈ ⽇本オーニング協会 ⼀般社団法⼈ ⽇本ガス協会 ⼀般社団法⼈ ⽇本機械⼯業連合会
⼀般社団法⼈ ⽇本公園緑地協会 ⼀般財団法⼈ ⽇本国際協⼒システム ⼀般社団法⼈ ⽇本ボイラ協会
⼀般財団法⼈ ヒートポンプ・蓄熱センター ⼀般財団法⼈ みなと総合研究財団 ⼀般財団法⼈ ⺠間都市開発推進機構

⺠間団体（６３団体）
株式会社安藤・間 株式会社インフォメックス 株式会社エックス都市研究所
株式会社エナジア® 株式会社ＮＴＴデータ経営研究所 株式会社ＮＴＴファシリティーズ
特定⾮営利活動法⼈エヌピーオー・フュージョン⻑池 エンコアード株式会社 ⼤阪ガス株式会社
岡⾕鋼機株式会社 オムロン株式会社 カーボンフリーコンサルティング株式会社
カルチュレード株式会社 北芝電機株式会社 株式会社九電⼯
共和化⼯株式会社 グリーンブルー株式会社 株式会社グルディオ
ＣＤＰ 株式会社ＪＴＢ⾸都圏 株式会社ＪＴＢ法⼈東京
株式会社事業⾰新パートナーズ 清⽔建設株式会社 シンフォニアテクノロジー株式会社
すてきナイスグループ株式会社 株式会社スーパーソフトウェア 住友商事株式会社
積⽔ハウス株式会社 第⼀交通産業株式会社 ⼤成建設株式会社
⼤和ハウス⼯業株式会社 ＤＩＣ株式会社 株式会社東急エージェンシープロミックス
株式会社東急総合研究所 東京海上研究所 東京ガス株式会社
⽇経ＢＰ社 株式会社⽇建設計総合研究所 ⽇東電⼯株式会社
⽇発販売株式会社 ⽇本アイ・ビー・エム株式会社 ⽇本ユニシス株式会社
特定⾮営利活動法⼈ バイオマス産業機構 博報堂 パシフィックコンサルタンツ株式会社
ＰｗＣコンサルティング合同会社 東⽇本未来都市研究会 株式会社ファインテック
富⼠通株式会社 株式会社フルタイムシステム 株式会社ブレインワークス
特定⾮営利活動法⼈ まちづくりJAPAN マイクライメイトジャパン株式会社 株式会社ミチクリエイティブシティデザイナーズ
株式会社三井住友銀⾏ 株式会社三井物産戦略研究所 三菱⾃動⾞⼯業株式会社
株式会社三菱総合研究所 ヤフー株式会社 横浜市資源リサイクル事業協同組合
株式会社リコー リニューアルファスト合同会社 株式会社ロスフィー


